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 九州技術事務所では，防災・火山対策の技術開発および全国の研修講師等の役割を担ってい

る．コロナ禍で研修や実習等が開催中止の方向へ傾く中，リモート技術等を活用した実況研修

や訓練に取り組んだため，その工夫内容について紹介する． 
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1.  はじめに 

 平成に入ってから現在まで，気象庁が名称を定めた 

35の大規模災害のうち，火山災害は 5つ発生している．

「少ない」と思うかもしれないが，国民は 6年に 1度は

大規模な火山災害を経験していることになる．記憶に新

しいところでは，平成 3年の大規模噴火から30年を迎え

た雲仙普賢岳（死者不明者43名），平成26年の御嶽山の

噴火では死者不明者63名といった戦後最悪の火山災害と

なった．こうした教訓を踏まえ，内閣府は平成27年に活

動火山対策特別措置法の一部改正を行った．本改正は，

活動火山対策の強化を図るために，火山地域の関係者が

一体となった警戒避難体制の整備等，所要の措置を講ず

るもので，国交省は火山防災協議会の構成員として，住

民避難のための判断基準等の助言を行うために必要な情

報等を提供することとなった． 

九州技術事務所では，様々な噴火現象に対する影響範

囲を想定するための具体的なツールとして，火山噴火対

応支援システム（「Real Time Hazard Map」以下，RTHM

システム）（図-1）を開発し，現在11火山で運用を行っ

ている．また，九州防災・火山技術センターとして，自

治体支援等を含む緊急時の備えの充実及び，全国の活火

山に関するデータを集約したRTHMシステムを運用管理

し，国交省職員が有事の際に容易にシステム操作を行え

るよう，各地方整備局で操作訓練を開催してシステム操

作を行える職員の育成行うとともに，訓練結果を基に更

なる操作性の向上を図っている． 

火山噴火はいつどこで発生するか予想が難しいととも

に，全国で火山業務を所掌している事務所職員の中でも，

火山噴火そのものを経験した者は決して多くはない． 

そのため，九州防災・火山技術センターで行っている

システムの普及拡大のための操作訓練は，経験の少ない

職員を育成する上で，非常に重要なものとなっている． 

このような重要な役割を担っている，操作訓練である

が，昨年初めより直面しているコロナ禍において，相次

いで対面による訓練の延期・中止がなされた． 

本稿では，対面での操作訓練が困難な状況においても，

より実践に近い訓練を開催して継続的な職員の育成を図

るために実施した九州技術事務所職員による解決策の提

案と工夫内容について紹介するものである． 

 

 

図-1 RTHMシステムの操作開始画面 

 

２.  これまでの訓練内容と令和２年度の訓練内容 

(1)これまでの訓練内容 

平成29年度から令和元年度までに実施したRTHM操作

訓練は，対面形式で下記のメニューで訓練を行っている． 

 

【訓練メニュー】 

火山噴火対応支援システムの操作訓練 

 （１）火山噴火対応支援システムの役割について 

 （２）操作・計算方法の説明 

 （３）パソコンを用いた操作訓練 



 

写真-1 令和元年度までの操作訓練の様子 

 

操作訓練では，実際にシステムにアクセスして，職員

自ら氾濫シミュレーション計算を行うものとなっている．

噴火現象を対象としているため，慣れない操作につまず

く職員が多いが，操作補助者が数名付くことで，訓練グ

ループ毎の理解度及び進捗ペースのバランスを保つこと

ができた．写真-1のように訓練者が操作補助者をすぐに

呼ぶことができる環境としていた． 

 

【訓練者の意見】 

〇操作につまずいても，操作補助者がいるため，安心し

て理解を深めながら操作説明を聞くことができた． 

〇システム操作中不具合が生じたが，操作補助者がい

たことで不具合の解消方法がわかり，訓練に追いつく

ことができた． 

 

(2)令和２年度の訓練内容 

令和 2年度の訓練では，これまでの訓練内容に加え，

各事務所がＲＴＨＭシステムにデータを格納するための

パラメータ登録方法について説明を行う必要があった． 

コロナ禍ということもあり，リモートでの操作訓練を

企画し，準備期間が 2週間，各地整への訓練は，1ヶ月

で 5回となるなど短期集中型で行った． 

 

【準備開始日と開催日】 

〇1/18 リモートでの訓練開催決定・準備開始 

○1/25 九州模擬訓練 

〇2/2 北陸訓練 

〇2/4 関東訓練 

〇2/18 中部訓練 

〇2/26 北海道訓練 

 

３．リモート訓練に向けた準備と模擬訓練 

(1)リモート訓練に向けた準備 

準備の段階では，TV会議機能の確認，各整備局にお

けるリモート環境の違いの確認，環境の違いによるチー

ムへの招待方法の確認，環境の違いによる説明方法・内

容の考察等を行った． 

 

(2)模擬訓練 

各地方整備局の訓練環境が異なることを想定し，九州

内の関係者に模擬訓練の参加協力を依頼し，リモート訓

練が可能かを確認するための演習を企画した．模擬訓練

も緊急事態宣言下での実施となったため，訓練環境は   

3つのパターン（図-2 訓練環境パターン）を想定し，

環境の違いによる講義方法の検証を行った．  

環境①：PC 1画面のみで切り替えて対応 

環境②：説明画面なしの 1画面対応 

環境③： PC 1画面とデュアル接続モニター 1画面の  

2画面対応 

 

  

    環境①           環境② 

 
環境③ 

 

      図-2 訓練環境パターン 

 

【実施後の初見】 

環境①： 1画面では説明内容の閲覧と作業でたびたび

表示の切り替えが生じ，説明を聞きそびれて

しまう． 

環境②：操作画面の操作内容が伝わらず，マニュアル

のどの部分を作業しているのかがわからなく

なることがあった． 

環境③：比較的スムーズに訓練に参加できた． 

 

模擬訓練を検証していく中で，作業環境のみならず，

総合的にも各種改善事項が見えてきた．総合的な課題に

ついては，次節にて説明する． 

 

４．模擬訓練で得た課題と対応 

模擬訓練後に，各環境で作業していただいた参加者に

ヒアリングを行い課題の抽出を行った．抽出された課題

と対応策を次頁の表-1に示す．対応策は当日中に作成し，

翌日に参加者の意見を伺い，抽出課題の拡充を図った． 

改善事項については，カテゴリー別に分類整理し，全

体では 24課題が挙がった． 

説明者 操作補助者 

訓練者 



表-1 模擬訓練で得た課題と対応策（一部抜粋） 

 
 

主な課題について，下記に記載する． 

【課題】 

① PDF資料だとスクロールがあり見づらい 

② 操作につまづいた人へどこまで対応できるか 

③ 接続テストにかける時間と役割分担（事前に地

整内確認は終えておくなど） 

④ ヘッドマイクだと聞きやすく，スピーカーだと

聞き取りづらい 

⑤ 視聴ルール・発言ルールがなくタイミングも掴

みづらい 

 

模擬訓練で抽出された課題から，実際の訓練で対応

したものを下記に示す． 

 

【対応策】 

① 説明資料はプレゼンテーション用ソフト料を用

いることにした 

② つまづいた人へは，わからなかったところまで

戻って，対応は 1回までとする 

③ 開催者の接続テストは 30分前から行うが，訓練

者は10分前の接続とする 

④ 説明者はすべてヘッドマイクを使用する 

⑤ 視聴ルール・発言ルールを作成し，事前にアナ

ウンスをしておく 

 

上記の対応策を基に北陸地方整備局（2/2）・関東地

方整備局（2/4）への訓練を行うこととした． 

５．実訓練で得た課題と対応案（ステップ１） 

 九州での模擬訓練の経験を踏まえ，北陸地方整備局

及び関東地方整備局を対象に訓練を行った．各整備局

の訓練環境は以下の通りであった． 

 

【北陸地方整備局】 

 ○対象人数： 5名 

 ○会場数： 1会場 

 ○訓練環境：防災室の大画面，各人PC 1台 

 ○使用ライセンス：本省ライセンスを使用 

 

【関東地方整備局】 

 ○対象人数：10名 

 ○会場数： 4会場（関東地方整備局，利根川水系砂防

事務所，日光砂防事務所，富士川砂防事

務所） 

 ○訓練環境：防災室の大画面，各人PC 1台 

 ○使用ライセンス：九州地方整備局ライセンス及び

関東地方整備局ライセンスを使用 

 

訓練開催前には，本省ライセンスを取得することは

もちろん，事前の訓練環境の確認や，訓練ルールを事

前に通知することとした．訓練環境確認様式を表-2に，

次頁に訓練ルールを図-3に示す． 

 

 

表－２ 訓練環境確認様式 

 



 
図-3 訓練ルール 

 

 訓練を行った結果，以下の課題を得ることができた． 

 

【課題】 

① 訓練ルール等を事前に送付しても，実践ではル

ールどおりにいかない場面が見られた 

② 訓練者のリアクションが把握しずらく，親睦が

深まらない 

③ 実習を伴うので時間配分が難しく予定時間をオ

ーバーした． 

 

【次回訓練に向けた改善策】 

① 訓練カリキュラムを始める前に，司会から会議

ルールを説明する時間を設ける 

② 事前連絡内容の見直しをおこない，質問時はカ

メラをオンにするルールを追加した 

（追加したルールは図-3に朱書で示す） 

③ カリキュラム構成を変更した（ 2課題の操作訓練

を予定していたが， 1課題に絞り，もう 1課題は，

講師による一連の操作を見て学ぶ方法とした） 

  

６．実訓練の課題を踏まえた訓練（ステップ２） 

九州，北陸，関東での経験を踏まえ，中部地方整備

局（2/18）及び北海道開発局（2/26）の訓練を行った．

各整備局の訓練環境は以下の通りであった．また，訓

練の様子を写真-2に示す． 

 

【中部地方整備局】 

 ○対象人数：20名 

 ○会場数： 6会場（中部地方整備局，沼津河川国道事

務所，多治見砂防国道事務所，静岡河川

事務所，越美山系砂防事務所，富士砂防

事務所） 

 ○訓練環境：防災室の大画面，各人PC 1台 

 ○使用ライセンス：本省ライセンスを使用 

 

【北海道開発局】 

 ○対象人数： 6名 

 ○会場数： 3会場（北海道開発局，旭川河川事務所，

苫小牧河川事務所） 

 ○訓練環境：各人PC 1台 

 ○使用ライセンス：本省ライセンスを使用 

 

 

写真-2  訓練の様子 

 

訓練を行った結果，概ね良い訓練ができたが，さら

に課題を得ることができた． 

 

【課題】 

① ステップ 1と同様に親睦が深まらない 

② 訓練生同士の間がとれないため，質問しづらい

環境であった 

③ デスクワークとなるので，訓練者が臨場感を体

感できない 

 

７．臨場感を感じやすい研修へ（ステップ３） 

 令和 2年度の訓練は北海道開発局が最後の開催となっ

た．リモートでの訓練は訓練者との親睦が深まらず，

会議中や会議後の質問がしにくいといった課題が見ら

れた．また，訓練者が臨場感を感じられないなど，ま

だまだ課題が残っていると感じた．九州防災・火山技

術センターでは，全国の職員向けに火山噴火に関する



現地調査研修も行っており，より実践的で臨場感のあ

る研修等を実施していくための検討を行っている．本

節では，システムを操作するといった今回のような訓

練以外でも，リモートでの研修の幅が広がるような取

組を紹介したいと思う． 

 

(1) 動画の作成 

リモートでの訓練は，訓練者のリアクションが把握

しにくいこともあり，どうしても講習に時間がかかっ

てしまう．今回の対応では，カリキュラムを変更する

ことで，操作課題を 1課題に絞り，もう 1課題は，講

師による一連の操作を見て学ぶといった方法をとった． 

（図-4 変更前後のカリキュラム構成） 

これが，意外と評判が良く，訓練者からは，｢操作

に慣れればこんなに早く計算が流せるのか｣や｢一連の

流れをスムーズに見てみると意外と簡単に思えた｣な

どの意見が寄せられた．令和 2年度内の訓練では行え

なかったが，一連の操作を動画コンテンツとして，訓

練者が後から復習できるようなものを作成すると良い

と考えた． 

 

図-4 変更前後のカリキュラム構成 

 

なお，九州防災・火山技術センターでは，TEC携行

品の操作説明動画をイントラに掲載しており，動画コ

ンテンツが有効に活用されている． 

 

(2) LIVE中継でのリモート訓練 

 訓練者が臨場感を感じることができる訓練とするた

めには，LIVE中継でのリモート訓練が考えられる．TV

会議アプリをスマートフォン等（以下，スマホ）にイ

ンストールし，そのスマホをビデオカメラのように扱

うことで，訓練者は中継動画を見ながら，作業に臨場

したかのような体験ができる． 

 九州技術事務所の防災訓練では，TV会議画像をビデ

オカメラに接続して使用し，実際の訓練者が事務所体

制を立ち上げるまでの様子や災害対策車の派遣先まで

のルート設定を行う様子などを中継動画配信し，訓練

を行っている．配信されている動画の様子は写真-3に

示す．訓練者が失敗するような場面もそのまま配信さ

れるため，臨場感のある訓練となった． 

 

 
写真-3 TV会議画像をカメラに接続し配信した様子 

 

 九州防災・火山技術センターで講師を務める研修等

は本稿で記載したシステム操作訓練以外にも，降灰量

調査や，浸透能調査などの現地実習もあるため，今後

はこのような研修等をリモートで行わなければならな

い場合に備え，グループ毎に進捗状況を動画配信して

一体感のある研修等とできるよう，リモートによる研

修等技術の研鑽に努めていきたい．リモートによる研

修等イメージを図-5に示す． 

 

 

図-5 リモートによる研修等での適応イメージ 

 

８．おわりに 

 冒頭で述べたとおり，火山噴火対応を経験した職員

が少ない中，技術力を維持するためには，研修や訓練

は欠かせないものとなっている．コロナ禍により研修

や訓練が集合型でできなくなった状況において，技術

力を保つためには情報通信技術を最大限に生かして研

修や訓練を維持する必要がある．九州防災・火山技術

センターでは，集合型ではなくても，より一体感・臨

場感があり，現場に即した訓練・研修が行えるよう

日々工夫を重ねている． 
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